
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ２月県議会定例会に提出する平成 26 年度当初予算案について、現在知事 

  査定を行っています。 

   １月 28 日（火）に行った知事査定で内容が固まった事業の概要は別紙のとお 

  りです。 

   今後、知事査定結果を速報として随時お知らせしますが、当初予算案全体の 

  概要は、２月７日（金）の部局長会議で決定した上で発表する予定です。 
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総務部財政課財政企画係 

(課長) 平木 万也 (担当) 小池 広益 

電話：026-235-7039（直通） 

   026-232-0111（代表）内線 2062 

FAX： 026-235-7475 

E-mail：zaisei@pref.nagano.lg.jp 

しあわせ信州創造プラン（長野県総合５か年計画）推進中 



企 画 部

（千円）

協働の機会創出事業費 3,474

【活動人口増加】

県民協働・ＮＰＯ課

  FAX 026-235-7258 [ 3,145 ] *県民の公共的活動への参加度：42.0%

  kyodo-npo@pref.nagano.lg.jp

人権啓発推進事業費 19,101

人権・男女共同参画課

  FAX  026-235-7389 [ 25,744 ] *人権侵犯事件新規受理件数 :現状以下（H23:436件）

　jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp

男女共同参画社会づくり 16,402

推進事業費

*県の審議会等での女性委員の割合

 : 39.0％(H25)→45％(H26)

*県職員の係長以上に占める女性の割合

 : 9.8%(H25)→12％(H28)

*公立学校の女性校長・教頭の割合

 小・中学校：13.1％(H25)→13.6％(H26)

人権・男女共同参画課  高等学校：6.3％(H25)→6.5％(H26)

  FAX  026-235-7389 [ 15,609 ] *民間企業の課長相当職以上に占める女性の割合

　jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp  : 9.1%(H22)→11%(H26)

消費生活安定向上事業費 98,404

生活文化課消費生活室 *市町村消費生活センターの人口カバー率：52.8％以上

  FAX　026-223-6771 [ 29,074 ]

  shohi@pref.nagano.lg.jp （一部 消費者行政活性化基金活用事業）

　新たに消費生活基本計画（仮称）を策定し、消費

者施策の計画的・効果的な推進を図ります。

　また、特殊詐欺を含む悪質商法による被害を未然

に防止するための啓発の推進や、市町村の相談体

制の整備支援などに取り組みます。

　・消費生活基本計画（仮称）の策定

　・「狙われやすい消費者」集中啓発事業

　・消費生活サポーターの設置

　・市町村相談体制の強化・支援

第３次長野県男女共同参画計画(平成23年度～27

年度)に基づき、県民の男女共同参画に対する意識

の高揚を図り、男女共同参画社会づくりを推進しま

す。

　・男女共同参画推進啓発イベントの開催

　・男女共同参画に関する講座等の実施及び支援

　・男女共同参画センターによる研修、情報提供、

　　相談等の実施

　・男女共同参画に係る県民意識調査の実施

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

　公共的活動への参加者増加と協働の推進を図る

ため、企業や各種団体への訪問による広報・勧誘や

「長野県みらいベース」の活用により、寄付という形

での参加を拡大するとともに、「協働コーディネート

デスク」により、協働の提案から実現までをコーディ

ネートします。

平成22年２月に策定した「長野県人権政策推進基

本方針」に基づき、様々な機会を通じて県民の人権

意識の高揚を図り、人権が尊重される社会づくりを

推進します。

　・人権に関する研修会・学習会の実施及び支援

　・多様な広報媒体を活用した啓発の実施

新

新
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（千円）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

4,444,365

交通政策課新幹線・在来線企画室

  FAX　026-235-7396 [ 301,097 ]

  tetsudo@pref.nagano.lg.jp

282,749

交通政策課

  FAX　026-235-7396 [ 0 ]

  kotsu@pref.nagano.lg.jp

170,978

交通政策課新幹線・在来線企画室

  FAX　026-235-7396 [ 122,736 ] *県内鉄道営業キロ数の維持：780.1km(H26)

　tetsudo@pref.nagano.lg.jp

152,576

　運行欠損費及び購入車両の減価償却費等への助

交通政策課

  FAX　026-235-7396 [ 137,633 ]

　kotsu@pref.nagano.lg.jp

地域間幹線バス路線確保

維持事業補助金

　成

　　・事業主体　乗合バス事業者

*地域間幹線バス路線数の維持：32系統(H26)

　　・補助率　　　1/2以内

　幹線的バス路線の確保維持を図るため、地域にお

ける協議会の協議を経た計画に基づき運行されるバ

ス路線に対して助成します。

　・補助率 　　1/6以内

地域鉄道安全性向上事業

補助金

　・事業主体　地域鉄道事業者

　地域の公共交通機関の基幹として大きな役割を担

う地域鉄道の維持を図るため、地域における協議会

の承認を経た計画に基づき地域鉄道事業者が行う

安全輸送維持のための設備整備に対して助成しま

す。

*信州まつもと空港利用者数：90千人以上(H26)

（地域の元気臨時交付金活用事業）

　長野以北並行在来線を安定して存続させるため、

経営を引き受けるしなの鉄道㈱が、「長野以北並行

在来線基本計画」に基づいて実施する初期投資に

対して助成します。

　・事業主体　しなの鉄道㈱

　・補助率 　　定額

　信州まつもと空港の機能強化を図るため、小型機

駐機場（北エプロン）の改修、地上支援機材等の更

新及び松本空港ターミナルビルの設備更新に対す

る助成を行います。

　３　松本空港ターミナルビルの設備更新への助成

　　・事業主体　 松本空港ターミナルビル（株）

　　・補助対象　 搭乗橋

　　・補助率　　　10/10

長野以北並行在来線開業

準備事業補助金

信州まつもと空港機能強化

事業費

　１　北エプロン等舗装改修工事

　２　地上支援機材等の更新

　　・空港用化学消防車

　　・トーイングトラクター

2



（千円）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

6,000

　地域による交通システム再構築の取組への助成

交通政策課

  FAX　026-235-7396 [ 2,000 ]

　kotsu@pref.nagano.lg.jp

産学官協働人財育成円卓 461

会議事業費

【教育再生】

【次世代産業創出】

企画課

  FAX　026-235-7471 [ 470 ]

  kikaku@pref.nagano.lg.jp

子ども・若者支援地域 2,500

協議会事業費

【雇用・社会参加促進】

次世代サポート課

  FAX　026-234-6579 [ 2,500 ] *支援実施者数：15人

  jisedai@pref.nagano.lg.jp

困難を有する子ども・若者 3,897

の社会的自立支援事業費

【雇用・社会参加促進】

*支援実施者数等

　・アウトリーチ（訪問相談）：9人

次世代サポート課 　・出口戦略を持った居場所の提供：14人

  FAX 026-234-6579 [ 4,000 ] 　・宿泊を伴う研修：30人

  jisedai@pref.nagano.lg.jp 　・人材養成講習会：15人

 　ニート、ひきこもり等の社会生活に困難を有する子

ども・若者を支援する地域の支援団体を育成するた

め、アウトリーチ（訪問相談）、出口戦略を持った居

場所の提供、宿泊を伴う研修を実施する支援団体に

助成するとともに、子ども・若者支援の人材養成講習

会を開催します。

地域交通システム再構築促進

モデル事業補助金

　　・事業主体　市町村等

　　・助成割合 　1/2以内

*地域における交通システムの見直し：4地域(H26)

　県内大学と産業界・行政による「長野県産学官協

働人財育成円卓会議」を開催し、社会・企業の要望

に応えた大学での人材育成や、企業の大学教育へ

の関わりなど、人材育成に関する検討をします。

　地域の実情に即した交通サービスの導入等を促進

することにより、持続可能な地域交通システムへの再

構築を図ります。

　 社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ど

も・若者が、社会的自立に向けた支援を地域におけ

るＮＰＯ等の支援団体・機関から円滑に受けることが

できるよう、子ども・若者育成支援推進法に基づく、

子ども・若者支援地域協議会を運営します。
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総　務　部

（千円）

地方事務所長総合調整 5,000

推進費

市町村課

  FAX　026-232-2557 [ 5,000 ]

  shichoson@pref.nagano.lg.jp

市町村合併特例交付金 770,000

交付対象市町村

長野市、松本市、上田市、飯田市、伊那市、中野市、

大町市、塩尻市、佐久市、千曲市、東御市、安曇野市、

佐久穂町、長和町、阿智村、木曽町、筑北村、飯綱町

市町村課 [ 770,000 ]

  FAX　026-232-2557 *合併市町村への交付金交付：18市町村（H26） ※前年同

  shichoson@pref.nagano.lg.jp

元気な地域づくり人材 2,406

育成事業費

【誇りある暮らし実現】

市町村課

  FAX　026-232-2557 [ 0 ]

  shichoson@pref.nagano.lg.jp

集落〝再熱〟実施モデル 16,000

地区支援事業費

【誇りある暮らし実現】

市町村課

  FAX　026-232-2557 [ 4,000 ]

  shichoson@pref.nagano.lg.jp

　合併市町村の均衡あるまちづくりを支援するため、

合併に伴い生じた地域格差等の行政課題の解消に

資する事業に対し、交付金を交付します。

　「信州の宝」である美しい農山村を守るため、市町村

と住民が一体となって行う、地域（集落）の存続に向け

た取組を総合的に支援します。

・事業主体　市町村（８地区）

・補助率　　 定額

・事業内容　ビジョン策定（１年間）

　　　　　　　 具体化・着手（ビジョン策定後１年間）

*ビジョン策定開始地区数：４地区（H26） ※前年同

*具体化・着手地区数：４地区（H26）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

　地方事務所が地域における県行政の総合調整機能

を最大限に発揮し、地域の活性化に向けた取組を迅

速かつ柔軟に実施します。

*地域課題の解決に向けた事業件数：

　　　　　　　　　　　　　　　　１所１事業以上（H26） ※前年同

　　「人の力」でふるさとを守るため、地域づくりリーダー

の育成や地域おこし協力隊員の定住・定着を促進する

など、地域づくりに取り組む人材の確保・育成を推進し

ます。

・「地域に飛び出せ！信州元気づくり実践塾」の開催

・「地域おこし協力隊ステップアップ研修」等の開催

*塾生による地域課題の解決に向けた事業の立案件数

                                                        ：３件以上（H26）

*地域おこし協力隊員の定住率：42％（H25）→50％（H26）

*地域おこし協力隊員の数：75人（H25）→81人（H26）

新
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（千円）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

地域発　元気づくり支援金 850,000

【誇りある暮らし実現、活動人口増加】

市町村課

  FAX　026-232-2557 [ 850,000 ]

  shichoson@pref.nagano.lg.jp

知事選挙費 963,568

市町村課

  FAX　026-232-2557 [ 0 ]

  shichoson@pref.nagano.lg.jp

県議会議員補欠選挙費 38,279

市町村課

  FAX　026-232-2557 [ 0 ]

  shichoson@pref.nagano.lg.jp

　活力あふれる元気な長野県づくりを進めるため、市

町村や公共的団体が住民とともに、自らの知恵と工夫

により自主的、主体的に取り組むモデル的で発展性

のある事業に対して、支援金を交付します。

*支援金を活用した団体数：2,100団体（H25）

　　　　　　　　　　　 　　　 　→2,100団体以上（H26）

　平成26年8月31日任期満了に伴う知事選挙におい

て、選挙公報の発行や選挙啓発等を行うとともに、候

補者への選挙公営費や市町村への選挙執行経費を

交付します。

　平成26年8月31日任期満了に伴う知事選挙と同時に

執行する県議会議員補欠選挙において、選挙公報の

発行や選挙啓発等を行うとともに、候補者への選挙公

営費や市町村への選挙執行経費を交付します。
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農　政　部

（千円）

1,057,073

【農山村産業クラスター形成】

【環境・エネルギー自立地域創造】

農村振興課

  FAX 026-235-7483 [ 663,153 ]

  noson@pref.nagano.lg.jp

455,415

【環境・エネルギー自立地域創造】

農村振興課

  FAX 026-235-7483 [ 425,572 ]

  noson@pref.nagano.lg.jp

需要対応穀物生産強化 557,371

事業費

事業主体　市町村、農業協同組合等

補助率 　　定額、1/2以内、1/3以内

農業技術課 [ 7,240 ]

  FAX　026-235-8392 *実需者ニーズの高い県オリジナル品種の作付面積

  nogi@pref.nagano.jp 　：813ha(H25)→1,016ha(H26)

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

農業で夢をかなえる支援事業

費

*新規就農者数（40歳未満）：250人/年（Ｈ26）

　「日本一就農しやすい長野県」の実現のため、新規

就農者の誘致拡大に取り組むとともに、就農希望者

や農業後継者の相談、体験・研修、就農後の経営発

展に向けた支援を体系的に実施します。

１　農業リーダー育成事業

２　就農サポート事業

３　新規就農里親支援事業

４　農業大学校研修事業

人と農地を明日へとつなぐ支

援事業費

　地域農業の持続的発展を図るため、地域の中心と

なる農業経営体の育成を促進するとともに、農地の集

積・有効利用を支援します。

１　経営体育成支援事業

２　人・農地プラン総合対策事業

３　遊休農地活用総合対策事業

　　事業主体　　　市町村、営農組織等

　　補助率　　　　 定額、1/2、3/10等

*法人化した経営体数

　：809法人（H24)→830法人(H26)

*企業的経営体へ発展させる経営体数

　：7,708経営体（H24)→8,400経営体(H26)

　需要に応じた米・麦等の穀物生産を進めるため、共

同利用施設への助成を行い、生産性の向上や品質

の安定化を図るとともに、生産体制の強化を図るため

の技術研修会や講習会を開催します。
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（千円）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

43,500

　　１　新たな産地を築く園芸品目振興プロジェクト事業

　　２　マーケット需要対応力・収益力強化事業

　　３　園芸産地継承支援事業

事業主体　　市町村、農業協同組合、営農組織等

補助率　　　　1/2以内

園芸畜産課

  FAX 026-235-7481 [ 43,500 ]

  enchiku@pref.nagano.lg.jp

1,017,485

事業主体　　ＪＡ、農業生産法人

園芸畜産課 補助率　　　　1/2以内

  FAX 026-235-7481 [ 100,094 ]

  enchiku@pref.nagano.lg.jp *共同利用施設の整備：5か所(Ｈ26)

15,338

園芸畜産課

 FAX 026-235-7481 [ 0 ]

 enchiku@pref.nagano.lg.jp

386,889

債務負担行為

（16,200）

事業主体 　　(財)長野県野菜生産安定基金協会

補助率　　　　定額

*指定野菜価格安定資金の造成：6,924,605千円

*契約指定野菜安定供給資金の造成：269,853千円

*特定野菜価格安定資金の造成：1,015,513千円

*野菜生産安定資金の造成：822,078千円

園芸畜産課 *重要野菜出荷調整資金の造成：454,357千円

  FAX 026-235-7481 [ 936,892 ] *特産花き生産出荷安定資金の造成：112,991千円

  enchiku@pref.nagano.lg.jp *きのこ生産安定資金の造成：1,153,760千円

野菜等価格安定対策事業費

樹園地継承体制構築事業費

*トルコギキョウ秋出荷産地育成のためのモデルほ場の設

置：２地域(Ｈ26)

需要に応える園芸産地育成事

業費

　自信と誇りの持てる園芸作物の生産を推進するた

め、販売力の高い品種の産地化や実需者要望の高

い時期の出荷量拡大など、需要に応える新たな産地

の育成を進めるとともに、県オリジナル品種や施設化

の導入を支援します。

*県オリジナル新品種なし「サザンスイート」産地を早期育

成するためのモデル園の設置：10ヵ所(Ｈ26)

園芸産地強化対策整備事業

費

　園芸産地の競争力強化のため、意欲ある産地が品

質向上や流通コストの低減、産地収益力の向上のた

めに取組む、野菜や果樹の集出荷貯蔵施設・加工施

設の整備を支援します。

*アスパラガス４～５月どり新産地の早期育成のための１年

生大苗新植面積：８ha（Ｈ26)

　農業者の経営安定と野菜等の安定供給を図るた

め、価格低落時に価格差補給金等を交付するための

資金造成を支援します。

　果樹産地の樹園地を次世代に円滑に引き継ぐた

め、一時管理組織の育成、出し手農家の意向調査、

対象樹園地の情報共有及び貸し借りの調整などの体

制づくりを行うモデル地区の育成に取組みます。

*体制構築モデル地区：新規３地区（H26）

　（緊急雇用創出基金活用事業）
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（千円）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

ワイン生産アカデミー事業費 927

【農山村産業クラスター形成】

【信州ブランド確立】

園芸畜産課

  FAX 026-235-7481

  enchiku@pref.nagano.lg.jp [ 927 ]

自給飼料増産対策事業費 2,890

　　1　自給飼料増産推進協議会の設置

　　２　県オリジナル飼料作物モデルほ場の設置

　　３　自給飼料栽培指導員及び飼料づくりコーディ

　　　ネーターの設置

　　４　飼料づくり地区部会の設置

園芸畜産課 *モデルほ場の設置：4箇所(Ｈ26)

  FAX 026-235-7481 [ 11,669 ] *県オリジナル品種の作付拡大：30ha(Ｈ26)

  enchiku@pref.nagano.lg.jp *飼料稲の作付拡大：20ha増加(Ｈ26)

3,893

酪農生産性向上対策事業費

園芸畜産課

  FAX  026-235-7481 [ 0 ]

  enchiku@pref.nagano.lg.jp *牛群ドックによる牛群健康状態の改善農家率：80%(Ｈ26)

23,986

事業主体 農業団体等

補助率 10/10以内又は1/2以内

*信州の環境にやさしい農産物認証面積

　：1,563ha(Ｈ25)→1,780ha(Ｈ26)

*生産者ＧＡＰに取り組むＪＡ生産部会・農産物直売

農業技術課 　 所の割合：18%(Ｈ25)→23％(Ｈ26)

  FAX 026-235-8392 [ 8,312 ] *講座参加者が有機農業に取り組む割合

  nogi@pref.nagano.lg.jp 　 　：25%（H25）→25%以上（H26)

*講座　２コース　各15名（H26）

*受講者のうちワイナリーの起業を目指す就農者数：５名

（H29目標）

環境にやさしい農業総合対策

事業費

　環境と調和のとれた農業を促進するため、信州の環

境にやさしい農産物認証等への取組の面的拡大を

図るとともに、ＧＡＰ(農業生産工程管理)の推進と有

機農業に取り組む農業者への支援を行います。

　輸入飼料に依存しすぎない畜産経営を確立するた

め、全県的な自給飼料増産推進協議会の設置ととも

に、栽培意欲の高い畜産農家への農地の集積や、

県オリジナル品種の導入等により、栄養価の高い良

質な自給飼料の生産を拡大します。

*乳質評価が標準以上の農家率

　　：71%(Ｈ25)→74%（H26)

　県内でワイン用ぶどう栽培やワイナリーの起業を目

指す意欲ある新規参入希望者を支援するため、栽

培・醸造・経営等に係る基本的な知識・技術を習得す

る講座「ワイン生産アカデミー」を開講します。

　より生産性の高い酪農経営への移行を促進するた

め、酪農家全戸の生乳細菌検査による乳質の向上

や、牛の健康診断に基づく飼養管理改善などを実施

します。

新
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（千円）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

658,213

事業主体　　 市町村、市町村協議会等

補助率 定額又は1/2以内

農業技術課 （条件不利地域は55/100以内）

  FAX 026-235-8392 [ 554,403 ]

  nogi@pref.nagano.lg.jp *被害対策自立集落率：24％(Ｈ25)→28%(Ｈ26)

11,390

農業政策課 １ 県産農産物や農用地土壌等の放射性物質検査

  FAX 026-235-7393 　　の実施

  nosei@pref.nagano.lg.jp ２ 肉牛の放射性物質全頭検査及び栽培きのこの

園芸畜産課 　　スクリーニング調査の実施

  FAX 026-235-7481 [ 19,826 ]

  enchiku@pref.nagano.lg.jp

75,895

【信州ブランド確立】

【農山村産業クラスター形成】

【環境・エネルギー自立地域創造】

農業政策課農産物マーケティング室

  FAX 026-235-7393 [ 73,065 ]

  marketing@pref.nagano.lg.jp

野生鳥獣被害総合対策事業

費

農畜産物等放射性物質検査

事業費

　県産農畜産物等の安全・安心を確保するため、引

き続き放射性物質検査を実施します。

*「おいしい信州ふーど(風土）」の県民認知度

　　：40％(Ｈ25)→60％(Ｈ26)

　野生鳥獣による農作物被害を防止するため、被害

地域への支援体制を整備し、侵入防止柵の設置や

集落ぐるみによる捕獲体制の整備等の被害対策を総

合的に支援します。

「おいしい信州ふーど（風土）」

プロジェクト推進事業費

　「おいしい信州ふーど(風土）」の認知度向上と消費拡

大を図るため、地域ぐるみで「足元の価値」を見つめ直

し、地域の「おいしい信州ふーど（風土）」にまつわる「物

語」を作成し、県民の皆様と共有・発信します。

　　 １　「おいしい信州ふーど（風土）」ＰＲの推進

　 　２　「おいしい信州ふーど（風土）」大使と生産

 　　　者、実需者、消費者等との交流

　 　３　「おいしい信州ふーど（風土）」の物語づくり

 　　　を通じた共有・発信活動

 　　４　県外トップセールス、商談会の開催

　 　５　スマートフォンを活用した情報発信アプリ

　　　 ケーションの開発

（一部 緊急雇用創出基金活用事業）

*情報発信拠点「おいしい信州ふーど(風土）」

　　SHOPの登録：100店舗（Ｈ25）→400店舗（Ｈ26)

新

新
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（千円）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

456,150

【農山村産業クラスター形成】

農業政策課農産物マーケティング室

  FAX 026-235-7393 [ 4,302 ]

  marketing@pref.nagano.lg.jp

1,256,619

農村振興課

  FAX 026-235-7483 [ 1,254,124 ]

  noson@pref.nagano.lg.jp *協定面積：9,907ha(Ｈ25)→9,952ha(Ｈ26)

農村交流活性化支援事業費 70,139

【誇りある暮らし実現】

【農山村産業クラスター形成】

農業政策課農産物マーケティング室

  FAX 026-235-7393 [ 6,960 ]

  marketing@pref.nagano.lg.jp

山村等振興対策事業費 148,128

農村振興課

  FAX 026-235-7483 [ 25,410 ]

  noson@pref.nagano.lg.jp

中山間地域農業直接支払事

業費

　　１　山村等振興対策事業交付金

　　２　農村活力創出支援事業

　　３　農村活性化復興支援事業

　　事業主体　　市町村、集落組織等

　　補助率　　　 定額、1/2等

*活性化施設の整備：２か所(Ｈ25)→３か所（H26）

*農村コミュニティ活動の支援

　　：10地区(Ｈ25)→10地区（H26)

夢をかなえる信州農業６次産

業化推進事業費

　中山間地域において、農業・農村の持つ多面的機

能を確保するため、集落内での話し合いに基づく自

律的かつ継続的な耕作や農道の維持・管理等の取り

組みを支援します。

　　事業主体　　協定締結集落、市町村等

　　交付率　　　 定額

　農産物の高付加価値化による所得の向上等を通じ

た農山村地域の振興のため、地域農産物の販売や

加工等を行う拠点となる施設の整備や農村コミュニ

ティの活性化につながる生産・交流活動等を支援し

ます。

　都市農村交流の促進を通じて農山村地域の活性

化を図るため、都市農村交流施設等の整備を支援す

るとともに、県内のグリーン・ツーリズムの情報を集約

し、統一的に発信します。

　　１　やすらぎ空間整備事業

　　　　都市農村交流施設整備への支援

    ２　都市農村共生・対流総合対策事業

　　    グリーン・ツーリズムなどの都市農村共生・対流

　　  活動を情報共有し、統一的に発信

*都市農村交流人口

　：577,478人（H24）→578,000人以上(Ｈ26)

　多様な６次産業化の取組を促進するため、施設整

備や信州６次産業化推進協議会による一貫したサ

ポート活動を支援します。

　１　信州６次産業化推進協議会の運営

　　　・情報共有、人材育成

　　　・６次産業化ネットワークの形成

　　　・サポート活動

　２　販路開拓等の取組や施設整備等への支援

　　　　事業主体　六次産業化法認定事業者等

　　　　補助率　　 1/2又は2/3以内

*総合化事業計画の認定件数

　　：67件(Ｈ25)→90件(Ｈ26)

新
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（千円）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

体験的食育推進事業費 3,030

農業政策課農産物マーケティング室 事業主体 県、市町村、農業者団体、NPO等

  FAX 026-235-7393 補助率 1/2以内

  marketing@pref.nagano.lg.jp

教育委員会事務局教学指導課 *食文化や地域の産物を活かし、時には新しい料理

  FAX 026-235-7495 [ 2,702 ] 　 を作ることを実践する県民の割合

  kyogaku@pref.nagano.lg.jp 　　：57.2%(H25)→60%以上(H26)

　農業体験を通じて、食を大切にする心や働く大切

さ、農作業の楽しさなどを学ぶ体験的食育活動を支

援するとともに、食育活動を行うボランティアの育成や

食育推進リーダーの活動を支援します。
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林 務 部

（千円）

森林づくり推進支援金 130,000

・事業主体　　 市町村

・補助率　 10/10以内、2/3以内

森林政策課 *事業実施市町村数：77市町村(H26)

  FAX　026-234-0330 [130,000]

  rinsei@pref.nagano.lg.jp （森林づくり県民税基金活用事業）

地域森林計画樹立事業費 25,673

森林政策課

  FAX　026-234-0330 [26,722]

  rinsei@pref.nagano.lg.jp *計画樹立地域（千曲川下流地域）：130,420ha(H26)

林業再生総合対策事業費 757,000

【農山村産業クラスタ―形成】

・事業主体　　 市町村等

・補助率　 定額

*林業経営団地の面積

信州の木振興課   ：〈累計〉62,700ha(H25)→78,600ha(H26)

  FAX　026-235-7364 [754,508]

  ringyo@pref.nagano.lg.jp （森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

4,480

信州の木振興課 *フォレストコンダクター育成数：10人(H26)

  FAX　026-235-7364 [4,300]

  ringyo@pref.nagano.lg.jp （森林づくり県民税基金活用事業）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

【環境・エネルギー自立地域創

造】

信州フォレストコンダクター育

成事業費

【農山村産業クラスタ―形成】

地域固有の課題に精通する市町村が行うきめ細か

な森林づくりの取組を支援するため、市町村の独自

性と創意工夫により事業展開するための経費に対し

て支援します。

この中で、公的管理による水源林保全のため、市

町村が水源林を取得する取組についても支援しま

す。

地域の特性に応じた森林整備方針や保全の方法

を明らかにするため、森林法に基づき、10年を１期と

する地域森林計画を樹立し、本県の森林施策を計

画的に行います。

里山を活用した地域づくりから、森林管理、木材の

出荷・利活用にわたり、経営感覚を持ちながら総合

的な視野で指揮することのできる知識と技術を有す

る人材を育成します。

　低コストで効率的な木材生産により、持続可能な林

業経営を実現するため、まとまりのある一定面積の

森林を「林業経営団地」として設定し、団地内におけ

る所有境界の明確化と林内路網の整備を集中的に

支援します。
【環境・エネルギー自立地域創

造】
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（千円）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

651,372

【農山村産業クラスタ―形成】

*生産システム検証数：3種類(H26)

・事業主体　

・補助率 10/10以内(定額)

３　森のエネルギー総合推進事業の一部

・事業主体

信州の木振興課 ・補助率 1/2以内

  FAX　026-235-7364

  ringyo@pref.nagano.lg.jp *本事業における素材生産増加量

信州の木振興課県産材利用推進室 　：200,000㎥(H27)

  FAX　026-235-7364 [20,155]

  mokuzai@pref.nagano.lg.jp （森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

12,500

・事業主体　自治組織、NPO等が組織する団体等

･補助率　　　10/10以内(定額)

信州の木振興課県産材利用推進室 *モデル地域創出数：５地域(H26)

  FAX　026-235-7364 [12,500]

  mokuzai@pref.nagano.lg.jp （森林づくり県民税基金活用事業）

906,500

【農山村産業クラスタ―形成】

・事業主体

・補助率 1/2以内、10/10以内(定額)

（一部再掲）

信州の木振興課県産材利用推進室

  FAX　026-235-7364 [126,000]

  mokuzai@pref.nagano.lg.jp （森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

　  原木の安定供給に向けた検討委員の開催、伐採

 ガイドラインの作成等

県、長野県森林整備加速化・

林業再生協議会

　  木質バイオマス発電関連施設整備への支援

民間事業体

　長野県の豊かな森林資源を有効に利活用し、森林

県から林業県へと飛躍するため、産学官の連携によ

り、集中型木材加工施設と木質バイオマス発電施設

の併設計画である「信州Ｆ・ＰＯＷＥＲプロジェクト」を

推進します。

信州Ｆ・ＰＯＷＥＲプロジェクト

推進事業費

【環境・エネルギー自立地域創

造】
１　未利用木材生産システム検証事業

　  未利用森林資源を有効に活用するための新しい

 生産システムの検証

２　原木安定供給体制確立事業

県産材を活用した木質バイオマスの利用を促進す

るため、木質バイオマスの加工・利用施設やペレット

ストーブ等の導入に係る経費に対して支援します。

市町村、民間事業体等

*木質バイオマス生産量

  ：27,000㎥(H25)  →  30,000㎥(H26)

信州の木活用モデル地域支

援事業費

【農山村産業クラスタ―形成】

森のエネルギー総合推進事

業費

地域が主体となって、身近な里山からの間伐材を

県民が目にし易い形で活用するため、薪などの木質

バイオマス利用や商店街等の木質化など、先進的な

取組を支援します。

【環境・エネルギー自立地域創

造】
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（千円）

事　業　名

【総合５か年計画のプロジェクト名】

予　算　額

［平成25年度当初予算額]

事　　業　　内　　容

(＊は成果目標）

16,475

森林づくり推進課

  FAX　026-234-0330 [1,296]

  shinrin@pref.nagano.lg.jp *基本計画等の策定(H26)

野生鳥獣捕獲・管理事業費 61,243

１ シカ等効率的捕獲方法推進事業

・各地域に適した効率的捕獲方法の構築

２ 鳥獣被害対策実施隊強化事業

・捕獲技術に優れた捕獲者の養成

事業主体 市町村、協議会等

森林づくり推進課野生鳥獣対策室 補助率 １/2以内

  FAX　026-235-7279 [135,748]

  shinrin@pref.nagano.lg.jp  *ニホンジカ捕獲頭数：35,000頭(H26)

新規ハンター確保対策事業費 65,447

１

２

・事業主体 市町村等

・補助率 １/2以内

森林づくり推進課野生鳥獣対策室

  FAX　026-235-7279 [2,750] *有害鳥獣捕獲の担い手の育成・確保

  shinrin@pref.nagano.lg.jp 　：3,506人(H22)　→　3,900人(H27)

（野生鳥獣保護管理体制整備

事業）

減少傾向にある鳥獣捕獲の担い手を確保するた

め、狩猟免許等取得に向けた支援や捕獲技術向上

に資する施設整備等に対して支援します。

・ニホンジカ捕獲目標未達成地域での重点

 捕獲の実施

平成28年の第67回全国植樹祭開催に向け、基本

計画等を策定するとともに、広報啓発等により県民

総参加による開催機運の醸成を図ります。

野生鳥獣による農林業被害を軽減するため、シカ

等の効率的な捕獲方法を推進するとともに、鳥獣被

害対策実施隊の活動等を支援します。

・地域住民を含めた幅広い担い手の参加に

 よる捕獲体制の整備

若手ハンターの養成講座を実施し、狩猟免

許等取得や捕獲技術習得等を支援

銃猟者の確保・育成に向けた、新規参入者

への支援と民間射撃場整備への支援

第67回全国植樹祭推進事業

費

新

新
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